
１　調整の基本的な考え方

 （１）財政健全化に向けた取組み及び行政改革の推進

　・財政健全化プラン及び行政改革の取組みを着実に推進するとともに、特に既存の事務事業に

　　ついては、事業効果や必要性について検証を行い、状況に応じて見直しを図る。

 （２）第２次実施計画事業（マニフェストに関する取組み事業工程表に基づく事業を含む。）

　　　等の推進

　・最終年度を迎える第２次実施計画について、事業費の精査を行ったうえで、事業の着実な推

　　進を図る。また、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開催などを見据え、

　　地方創生など本市のさらなる発展に向けた取組みを推進する。

　　　〔医療・介護〕

　　　　・がん検診の拡充（胃がん検診における内視鏡検査、ピロリ菌検査の実施）

　　　　・地域包括ケアシステム構築の推進（あんしんケアセンターの増設・認知症対策の拡充）

　　　〔子育て・教育〕

　　　　・教員の配置見直しによる学校教育の充実（少人数学級の拡充、音楽・理数教育の充実）

　　　　・産前・産後支援の充実（母子健康包括支援センターの設置）

　　　　・放課後における児童支援の充実

　　　　　（子どもルーム整備、放課後子ども教室・子どもルーム一体型モデル事業の実施）

　　　〔防災・安全〕

　　　　・防犯カメラ設置補助の実施 ・避難所運営委員会活動支援の拡充

　　　　・空家等実態調査の実施

　　　〔地域経済の活性化〕

　　　　・中小企業支援の拡充（産業振興財団を活用した企業の成長等のための支援の強化）

　　　　・産業用地整備の支援 ・産地パワーアップ事業の推進

　　　〔特性を活かすまちづくり〕

　　　　・東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた取組みの推進

　　　　・国家戦略特区指定に伴う取組みの推進 ・千葉駅周辺の活性化推進

　　　　・都市ｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨの確立（加曽利貝塚特別史跡化の推進、千葉氏の普及促進等）

　　　〔リサイクル推進〕

　　　　・剪定枝等再資源化の全市展開

２　平成29年度予算規模
　

　一 般 会 計 4,415億円　　　 　（前年度比  411億円増  　　　 10.3％増）

※県費分除く 3,981億3,500万円　（前年度比   22億6,500万円減   0.6％減）

　特 別 会 計 4,678億8,200万円　（前年度比  310億6,200万円増   7.1％増）

※県費分除く 4,677億9,100万円　（前年度比　309億7,100万円増   7.1％増）

　　合　 計 9,093億8,200万円　（前年度比  721億6,200万円増   8.6％増）

※県費分除く 8,659億2,600万円　（前年度比  287億  600万円増   3.4％増）

※　一般会計の増減の主なもの （　）内は、対前年度増減額

県費負担教職員給与負担等移譲　 43,365百万円（43,365）

子ども子育て支援給付　　13,753百万円（  3,993） こてはし学校給食ｾﾝﾀｰ整備　　 0百万円（△2,558）

病院事業繰出金　　　　 　6,959百万円（  2,620） 中小企業金融対策　　　　29,930百万円（△1,670）

市有建築物計画的保全　 　2,410百万円（  1,524） 臨時福祉給付金 　   　　     0百万円（△1,222）

平成２９年度当初予算（案）の概要
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≪参考≫

1  主な一般財源

（単位：百万円、％）

市 税

譲 与税 ・交付金

普 通 交 付 税

臨 時財 政対策債

財政調整基金繰入

市債管理基金繰入

2  市　　債 （一般会計）
（単位：百万円、％）

3  性 質 別 歳 出 （一般会計）
（単位：百万円、％）

合 計 441,500 400,400 41,100 10.3

そ の 他 経 費 153,967 153,409 558 0.4

単 独 事 業 費 18,607 22,134 △ 3,527 △ 15.9

補 助 事 業 費 15,737 16,182 △ 445 △ 2.8

普 通 建 設 事 業 費 34,344 38,316 △ 3,972 △ 10.4

公 債 費 54,043 55,619 △ 1,576 △ 2.8

臨時財政対策債 26,500 16,800 9,700 57.7

扶 助 費 101,174 96,758 4,416 4.6

人 件 費 97,972 56,298 41,674 74.0

退 職 手 当 債 800 1,700 △ 900 △ 52.9

率

義 務 的 経 費 253,189 208,675 44,514 21.3

性 質 ２９年度 ２８年度
増 減

金 額

10,000 8,100 1,900 23.5

26,500 16,800 9,700 57.7

33,472 0 33,472 100.0

2,000 2,000 0 0.0

区 分

21,016 0 21,016 100.0うち県費教職員移譲分

区 分 ２９年度 ２８年度
増 減

金 額 率

176,500 175,400 1,100 0.6

49,018 30,770 18,248 59.3

２９年度 ２８年度
増 減

金 額 率

建 設 事 業 債 19,047 22,620 △ 3,573 △ 15.8

市　　　債 46,347 41,120 5,227 12.7

1,500 1,500 0 0.0

県費教職員移譲分小計

うち県費教職員移譲分 3,488 0 3,488 100.0

うち県費教職員移譲分 8,968 0 8,968 100.0

(参考）市債残高の状況
（単位：百万円）

28年度末
残高見込

29年度
借入見込額

29年度
償還見込額

29年度末
残高見込

対前年度
残高増減

706,832 46,347 46,456 706,723 △ 109

県費分除く 706,832 37,379 46,456 697,755 △ 9,077

1,020,115 114,741 120,411 1,014,446 △ 5,669

県費分除く 1,020,115 105,773 120,411 1,005,478 △ 14,637

一般会計

全会計

区分

(参考）基金借入残高の状況
（単位：百万円）

28年度末
残高見込

29年度
借入見込額

29年度
償還見込額

29年度末
残高見込

対前年度
残高増減

29,240 1,500 2,000 28,740 △ 500

うち市債管理基金 22,700 1,500 2,000 22,200 △ 500

区分

全基金
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